
北 海 道 公 報 第 号平成 年 月 日（金曜日）

訓 令

〇北海道事務決裁規程の一部を改正する訓令 （人事課）……………………………………
告 示

〇道営土地改良事業変更計画の決定 （農業施設管理課）……………………………………
〇知事権限に係る保安林の指定の解除 （治山課）……………………………………………
〇知事権限に係る保安林の指定施業要件の変更の予定 （治山課）…………………………
〇道路の供用の開始 （道路課）…………………………………………………………………
〇土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定 （砂防災害課）……………………

道公安委員会規則

〇道路交通法施行細則の一部を改正する規則…………………………………………………

訓 令

北海道訓令第 号

本 庁
出 先 機 関

北海道事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道事務決裁規程の一部を改正する訓令

北海道事務決裁規程（昭和 年北海道訓令第３号）の一部を次のように改正する。
別表第２の総務部危機対策局防災消防課の事項第２項の部次長及び局長専決事項の欄第１

号中「第 条第２項」を「第 条第２項」に、「災害防ぎょ」を「災害の防御」に改め、同
表の保健福祉部子ども未来推進局の事項第１項の課長専決事項の欄第１号中「第 条の９第
１項」を「第 条第１項」に改め、同欄第２号中「第 条の９の４第１項」を「第 条の３
第１項」に改める。
別表第４の支庁の本庁環境生活部の分掌事項第 項中第 号を第 号とし、第 号から第
号までを２号ずつ繰り下げ、第 号の次に次の２号を加える。

自然公園法施行規則（昭和 年厚生省令第 号。以下この項において「省令」とい

う。）第 条第 号の規定に基づき、地方公共団体が作成した計画及び工作物の新築
等の概要を受理すること。
省令第 条第 号の規定に基づき、地方公共団体が作成した計画及び工作物の新築

等の概要を受理すること。
別表第４の支庁の本庁環境生活部の分掌事項第 項に次の２号を加える。

規則第 条第 号の規定に基づき、地方公共団体が作成した計画及び工作物の新築
等の概要を受理すること。
規則第 条第 号の規定に基づき、地方公共団体が作成した計画及び工作物の新築

等の概要を受理すること。
別表第４の野幌森林公園事務所の事項第５項に次の２号を加える。

規則第 条第 号の規定に基づき、地方公共団体が作成した計画及び工作物の新築
等の概要を受理すること。
規則第 条第 号の規定に基づき、地方公共団体が作成した計画及び工作物の新築

等の概要を受理すること。
別表第４の保健福祉事務所の事項第７項第７号から第 号までを削り、同項第 号中「身

体障害者相談支援事業等」を「身体障害者生活訓練等事業等」に改め、同号を同項第７号と
し、同項中第 号を第８号とし、同項第 号中「身体障害者相談支援事業等」を「身体障害
者生活訓練等事業等」に改め、同号を同項第９号とし、同項第 号中「第 条第３項」を
「第 条第２項」に、「身体障害者更生援護施設」を「身体障害者社会参加支援施設」に改
め、同号を同項第 号とし、同項第 号中「第 条第５項」を「第 条第４項」に改め、同
号を同項第 号とし、同項第 号中「身体障害者相談支援事業等」を「身体障害者生活訓練
等事業等」に改め、同号を同項第 号とし、同項第 号中「身体障害者更生援護施設」を
「身体障害者社会参加支援施設」に改め、同号を同項第 号とし、同項第 号中「身体障害
者相談支援事業等」を「身体障害者生活訓練等事業等」に改め、同号を同項第 号とし、同
項第 号中「身体障害者更生援護施設」を「身体障害者社会参加支援施設」に改め、同号を
同項第 号とし、同項中第 号を第 号とし、同項第 号中「身体障害者更生援護施設」を
「身体障害者社会参加支援施設」に改め、同号を同項第 号とし、同項中第 号を削り、第
号を第 号とし、第 号を第 号とし、同事項第 項中「（精神保健及び精神障害者福祉

に関する法律の適用を受けるものについては、次の第 号から第 号までの規定を適用しな
い。）」を削り、同事項第 項中第２号から第 号までを削り、第 号を第２号とし、第
号から第 号までを 号ずつ繰り上げ、第 号を削り、第 号を第８号とし、第 号を第９
号とし、同事項第 項中第 号を第 号とし、第 号から第 号までを 号ずつ繰り下げ、
同項第９号中「児童居宅生活支援事業等」を「児童自立生活援助事業」に改め、同号を同項
第 号とし、同項第８号中「障害児相談支援事業等」を「児童自立生活援助事業」に改め、
同号を同項第 号とし、同項第７号中「障害児相談支援事業等」を「児童自立生活援助事
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業」に改め、同号を同項第 号とし、同項中第６号を第 号とし、同項第５号中「障害児相
談支援事業等」を「児童自立生活援助事業」に改め、同号を同項第 号とし、同項中第４号
を第 号とし、第３号を第 号とし、第２号を第 号とし、第１号の次に次の 号を加える。

第 条の２第１項の規定に基づき、指定知的障害児施設等を指定すること。
第 条の 第１項の規定に基づき、指定知的障害児施設等の指定の更新を行うこと。
第 条の の規定に基づき、指定知的障害児施設等の設置者の住所等の変更の届出

を受理すること。
第 条の の規定に基づき、指定知的障害児施設等の指定の辞退の届出を受理する

こと。
第 条の 第１項の規定に基づき、指定施設設置者等若しくは指定施設設置者等で

あった者に対し、報告若しくは帳簿書類の提出等を命じ、又は職員に関係者に対し質
問させ、若しくは設備、帳簿書類等を検査させること。
第 条の 第１項の規定に基づき、指定知的障害児施設等の設置者に対し、基準を

遵守すべきことを勧告すること。
第 条の 第２項の規定に基づき、指定知的障害児施設等の設置者が勧告に従わな

かった旨を公表すること。
第 条の 第３項及び第４項の規定に基づき、指定知的障害児施設等の設置者に対

し、勧告に係る措置をとるべきことを命じ、及びその旨を公示すること。
第 条の の規定に基づき、指定知的障害児施設等の指定を取り消し、又は指定の

全部若しくは一部の効力を停止すること。
第 条の の規定に基づき、指定知的障害児施設等の指定等の公示をすること。
第 条の 第１項の規定に基づき、指定知的障害児施設等に関し必要な情報の提供

を行うとともに、その利用に関し相談に応じ、及び助言を行うこと。
別表第４の保健福祉事務所の事項第 項第１号中「指定障害福祉サービス事業者」を「指

定障害福祉サービス事業者等」に改め、同項第 号中「指定障害福祉サービス事業者」を
「指定障害福祉サービス事業者等」に改め、同号を同項第 号とし、同項第 号中「第 条
第２項」を「第 条第２項から第４項まで」に、「指定障害福祉サービス事業者」を「指定
障害福祉サービス事業者等」に改め、同号を同項第 号とし、同項第 号中「第 条第１
項」を「第 条第１項、第３項及び第４項」に、「指定障害福祉サービス事業者」を「指定
障害福祉サービス事業者等」に改め、同号を同項第 号とし、同項第 号中「指定障害福祉
サービス事業者」を「指定事業者等」に改め、同号を同項第 号とし、同項第９号中「指定
障害福祉サービス事業者」を「指定事業者等」に改め、同号を同項第 号とし、同項第８号
中「指定障害福祉サービス事業者」を「指定事業者等」に改め、同号を同項第 号とし、同
項第７号中「第 条第１項」を「第 条第１項から第３項まで」に、「指定障害福祉サービ
ス事業者」を「指定事業者等」に改め、同号を同項第 号とし、同項第６号中「第 条第１

項」を「第 条第１項、第３項及び第４項」に改め、同号を同項第９号とし、同項第５号中
「指定障害者福祉サービス事業者」を「指定障害福祉サービス事業者等」に改め、同号を同
項第６号とし、同号の次に次の２号を加える。

第 条第２項の規定に基づき、指定障害者支援施設の設置者の住所等の変更の届出
を受理すること。
第 条の規定に基づき、指定障害者支援施設の指定の辞退の届出を受理すること。

別表第４の保健福祉事務所の事項第 項第４号中「指定障害者福祉サービス事業者」を
「指定障害福祉サービス事業者等」に改め、同号を同項第５号とし、同項中第３号を第４号
とし、同項第２号中「指定障害者福祉サービス事業者」を「指定障害福祉サービス事業者」
に改め、同号を同項第３号とし、同項第１号の次に次の１号を加える。

第 条第１項の規定に基づき、指定相談支援事業者を指定すること。
別表第４の保健福祉事務所の事項第 項に次の 号を加える。

第 条第２項の規定に基づき、障害福祉サービス事業等の開始の届出を受理するこ
と。
第 条第３項の規定に基づき、障害福祉サービス事業等の変更の届出を受理するこ

と。
第 条第４項の規定に基づき、障害福祉サービス事業等の廃止又は休止の届出を受

理すること。
第 条第１項の規定に基づき、障害福祉サービス事業を行う者等に対し、報告若し

くは帳簿書類の提出等を求め、又は職員に関係者に対して質問させ、若しくは設備、
帳簿書類等を検査させること。
第 条第１項の規定に基づき、障害福祉サービス事業等の制限又は停止を命ずるこ

と。
第 条第２項の規定に基づき、障害福祉サービス事業等の施設の設備若しくは運営

の改善又はその事業の停止若しくは廃止を命ずること。
第 条第３項の規定に基づき、障害者支援施設の設置に係る市町村からの届出を受

理すること。
第 条第１項の規定に基づき、市町村が設置した障害者支援施設について、報告若

しくは帳簿書類等の提出等を求め、又は職員に関係者に対して質問させ、若しくは設
備、帳簿書類等を検査させること。
第 条第１項及び第２項の規定に基づき、市町村が設置した障害者支援施設につい

て、事業の停止又は廃止を命じ、及び理由を文書により示すこと。
障害者自立支援法施行令（平成 年政令第 号。以下この項において「政令」とい

う。）第 条の４第１項の規定に基づき、市町村が設置した障害者支援施設の休止又
は廃止に係る届出を受理すること。
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政令第 条の４第２項の規定に基づき、市町村が設置した障害者支援施設の名称等
の変更の報告を受理すること。

別表第４の保健所の事項中第６項を削り、第７項を第６項とし、第８項を第７項とし、第
９項を第８項とし、同事項第 項中「平成 年政令第 号。」を削り、同項を同事項第９項
とし、同事項の次に次の１事項を加える。
児童相談所
１ 児童福祉法の施行に関する事務

第 条の３第１項の規定に基づき、障害児施設給付費の支給の申請を受理すること。
第 条の３第２項の規定に基づき、障害児施設給付費の支給の要否の決定を行うこ

と。
第 条の３第６項の規定に基づき、施設受給者証を交付すること。
第 条の４第１項の規定に基づき、施設給付決定を取り消すこと。
第 条の４第２項の規定に基づき、施設受給者証の返還を求めること。
第 条の６第１項の規定に基づき、高額障害児施設給付費を支給すること。
第 条の７第１項の規定に基づき、特定入所障害児食費等給付費を支給すること。
第 条の 第２項の規定に基づき、指定知的障害児施設等の利用についてあっせん

又は調整を行うとともに、知的障害児施設等の設置者に対し、利用についての要請を
行うこと。
第 条の 第１項の規定により障害児施設医療費を支給することとした施設給付決

定保護者に対し、障害児医療受給者証を交付すること。
児童福祉法施行規則（以下この項において「省令」という。）第 条の７第４項の

規定に基づき、書類を受理すること。
省令第 条の７第５項及び第６項の規定に基づき、施設給付決定保護者に対し施設

受給者証の提出を求め、必要な事項を記載した施設受給者証を返還すること。
省令第 条の７第７項の規定に基づき、届出書等を受理すること。
省令第 条の７第９項及び第 項の規定に基づき、施設受給者証の再交付申請書を

受理し、施設受給者証を再交付すること。
省令第 条の７第 項の規定に基づき、施設受給者証を受理すること。
省令第 条の 第１項及び第３項の規定に基づき、特定入所障害児食費等給付費の

支給に係る申請書を受理し、必要事項を施設受給者証に記載すること。
附 則

この訓令は、平成 年 月 日から施行する。

告 示

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条の３第１項の規定により、道営土地改良（余
市東地区中山間地域総合整備（農業用用排水、農道、ほ場整備、暗きょ））事業の土地改良
事業変更計画を定めた。
その関係書類は、北海道後志支庁に備え置いて、平成 年 月 日から 日間、一般の縦

覧に供する。
なお、この変更計画については、同条第６項において準用する同法第 条第６項の規定に

基づき、縦覧期間満了の日の翌日から起算して 日以内に北海道知事に異議申立てをするこ
とができる。
また、同条第７項の規定による決定に不服がある者は、同条第 項の規定に基づき、北海

道を被告として、決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に当該決定の取
消しの訴えを提起することができる。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除に係る保安林の所在場所 野付郡別海町西春別 の ・ の ・ の

（以上３筆について次の図に示す部分に限る。）
保安林として指定された目的 風害の防備
解 除 の 理 由 農道用地とするため

２ 解除に係る保安林の所在場所 野付郡別海町西春別 の ・ の ・ の
（以上３筆について次の図に示す部分に限る。）

保安林として指定された目的 魚つき
解 除 の 理 由 農道用地とするため

３ 解除に係る保安林の所在場所 目梨郡羅臼町海岸町 の８（次の図に示す部分に限
る。）

保安林として指定された目的 土砂の崩壊の防備
解 除 の 理 由 道路用地とするため

４ 解除に係る保安林の所在場所 目梨郡羅臼町海岸町 の８（次の図に示す部分に限
る。）

保安林として指定された目的 魚つき
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解 除 の 理 由 道路用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道根室支庁産業振興部林務課及び関係町役場に

備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する予定である。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 指定施業要件変更予定保安林 勇払郡占冠村（次の図に示す部分に限る。）
の所在場所

２ 保安林として指定された目的 公衆の保健
３ 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件

立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道上川支庁産
業振興部林務課及び占冠村役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

道路法（昭和 年法律第 号）第 条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び北海道札幌土木現業所に備え置いて、告

示の日から２週間、一般の縦覧に供する。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 赤平奈井江線 空知郡奈井江町字東奈井江 番１地先から 平成

空知郡奈井江町字東奈井江 番９地先まで

北海道告示第 号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 年法律第
号）第６条第１項及び第８条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域及び土砂災

害特別警戒区域として指定する。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
小 塩谷２丁目１（ １ ）

２ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
小 市塩谷２丁目（次の図のとおり）

３ 土砂災害の発生原因となる自然現 の種類
急傾斜地の崩壊

４ 同法第８条第２項に規定する土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関
する法律施行令（平成 年政令第 号）で定める事項
次の図のとおり
（「次の図」は省略し、その図面を北海道小 土木現業所及び小 市役所に備え置いて縦

覧に供する。）

道 公 安 委 員 会 規 則

道路交通法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年 月 日

北海道公安委員会委員長 矢 吹 徹 雄
北海道公安委員会規則第 号

道路交通法施行細則の一部を改正する規則
道路交通法施行細則（昭和 年北海道公安委員会規則第 号）の一部を次のように改正す

る。
第 条第１号アの 中「第 条の７第１項」を「第 条の 第１項」に改める。
第 条の２を次のように改める。
（運転免許の保留等の期間の短縮の手続）
第 条の２ 公安委員会は、法第 条第９項若しくは法第 条第８項又は法第 条の５第
２項において準用する法第 条第８項の規定により、法第 条の２第１項第３号に掲げ
る講習を終了した者に対して、その者の運転免許の保留の期間若しくは効力の停止の期間
又は自動車等の運転の禁止の期間を短縮したときは、運転免許停止期間短縮通知書（別記
様式第 号の２）を交付するものとする。
第 条の表 号の項中「同市字智恵文 番 」を「同市字智恵文 番１」に改める。
別表３一般国道 号の項及び一般国道 号の項中「上川郡弟子屈町」を「川上郡弟子屈
町」に改める。
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第 条の改正規定は、平成 年 月 日か
ら施行する。
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